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１ 救急業務におけるMC体制のあり方
(１) MC体制のPDCAの取組について

救急業務におけるMC体制

第１ステージ
（救急救命士等の観察・処置を医学的に保障）

第２ステージ
（地域の救急搬送・救急医療リソースの適切な運用）

Plan

・ 常時、迅速、適切な、オンラインMC体制
・ 技能維持、向上のための教育体制
・ 適切なプロトコル策定

・ 実施基準策定

【地域MC協議会】
・ 複数指示要請先確保
・ 教育機会の設定 等

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCの取組支援
・ 広域的な調整 等

【地域MC協議会】
・ 実施基準調整
・ 地域医療機関との調整 等

【都道府県MC協議会】
・ 実施基準策定
・ 協議会との調整 等

Do ・ 救急活動における観察・処置（救急救命処置・応急処置） ・ 搬送先選定

Check

＜指標＞（例）
・ 指示要請時の１回目の連絡が不通の件数・割合
・ 指示医師につながるまでに１分以上要した件数・割合
・ 教育・研修の年間実施回数
・ 特定行為の年間成功件数・割合
・ 事後検証結果をフィードバックしている本部割合
・ 再教育を実施できている本部割合

＜指標＞（例）
・ 重症傷病者についての受入れ照会回数ごとの件数
・ 重症傷病者についての現場滞在時間区分ごとの件数
・ 検証結果を地域MC協議会に報告している本部割合

【地域MC協議会】
・ 指標の結果把握
・ 都道府県MCに共有

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCごとの状況把握
・ 関係者間の共有

【地域MC協議会】
・ 指標の結果把握
・ 都道府県MCに共有
・ 検証票や診療情報を活用した

実施基準の検証

【都道府県MC協議会】
・ 地域MCごとの状況把握
・ 関係者間の共有
・ 実施基準見直しの必要性

の検討

Action
・ オンラインMC体制、教育体制の見直し
・ 検証結果のフィードバック、プロトコルへの反映

※都道府県MCは地域MCの取組を支援

・ 実施基準の各号基準の見直し
・ 傷病者の状態に応じて適切な医療機関に搬送できる体制整備 等

【共通】 心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率
【共通】 心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率

令和3年3月26日付け
消防庁通知において
評価指標を例示し、
MC協議会に求めら
れる役割等を示した

【令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（抜粋）】
指標については、令和３年度以降、活用状況等のフォローアップを行い、活用の効果、より適切な指標、取組の推進

方法等について検討を行っていく。

救急業務のあり方に関する検討会（第１回）資料（改）
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MC体制のPDCA （令和２年度の検討を踏まえた整理）
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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

第１ステージ 第２ステージ

第１回連絡会
１．指標設定の経緯
２．現状の測定結果の共有
３．アンケート調査項目の検討

１．過去の取組状況の共有
２．これまでの救急搬送困難事案と現状の共有
３．救急搬送困難の現状
４．アンケート調査項目の検討

第２回連絡会

１．アンケート調査の報告
２．指標の活用状況と課題の分析
３．ヒアリング対象の検討
４．指標自体の充実化に係る検討
５． PDCAの取組推進に係る検討

１．アンケート調査の報告
２．受入れ実態調査等、消防庁保有データの分析
３．現状と課題の分析（実施基準の運用効果等）
４．ヒアリング対象の検討
５．課題への対応や解決策の検討

第３回連絡会
１．よりよい指標・取組推進方策の整理
２．好取組事例の共有

１．搬送困難解消に向けた対応策の整理
２．好取組事例の共有

【検討事項】
○指標自体の充実

・活用状況等を踏まえた「より適切な指標」の検討
・測定結果等を踏まえた「数値目標」の設定に係る検討

○指標を用いたPDCAの取組推進
・各地域の取組に向けた課題と解決策の検討
・好取組事例の共有による取組推進

第１ステージ ⇒ 主に「Check」の検討 第２ステージ ⇒ 主に「Action」の検討

【検討事項】 （※非感染症と感染症に分けて検討）
○救急搬送困難事案の発生要因と課題の整理
○実施基準の運用効果の検証
○搬送及び受入れを適切に行うための解決策の検討

・実施基準の見直しの必要性
・実施基準の見直し以外の解決策の必要性
・共有すべき先進的な取組 等

【第１回検討会における委員意見】
指標に基づくチェックに関しては、適切な救命処置、病院選定を行うための「救急隊員の観察力」の視点も必要であり、

アクションの検討においては「観察力向上のための教育」についても力点をおくべきである。

救急業務のあり方に関する検討会（第１回）資料（改）

(１) MC体制のPDCAの取組について

MC体制のPDCAの取組推進にかかる検討（令和３年度）
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令和３年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

救急業務の
あり方に

関する検討会

本連絡会

報

告

書

発

出

第

１
回

連

絡

会

７
月

６
日

第
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回

連

絡

会

11

月

５
日

第
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回

連

絡

会

第

１
回

検

討

会

６
月

15

日

第

３
回

検

討

会

アンケート調査

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

第

２
回

検

討

会

11

月

30

日

大澤 和重 委員 （奈良県総務部知事公室消防救急課長）
織田 順 委員 （大阪大学大学院医学系研究科救急医学教授）
亀山 俊一 委員 （千葉市消防局警防部救急課長）
元佐 龍 委員 （兵庫県健康福祉部健康局医務課長）
瀧澤 栄史東 委員 （新潟市消防局救急課長）
前田 達也 委員 （大阪市消防局救急部救急課長）
溝端 康光 委員 （大阪市立大学大学院医学研究科救急医学教授）
山田 佳乃 委員 （神奈川県健康医療局医療危機対策本部室 災害医療担当課長）
山内 聡 委員 （仙台市立病院救命救急センター長）

連絡会委員（９名 ※50音順）

ヒアリング調査

(１) MC体制のPDCAの取組について

スケジュール



１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１） MC体制のPDCAの取組について

① MC体制第１ステージのPDCA
② MC体制第２ステージのPDCA

（２）救急救命士等の教育について



都道府県MC協議会

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

地域MC協議会

○評価指標関係
・評価指標の設定状況について
・評価指標の項目について

○体制等の見直し関係
・評価指標による体制等の見直し状況について
・指標作成やPDCAの取組推進に関する課題等について

○測定結果関係
・各種測定項目（指示医師への教育・事後検証のフィードバック・再教育）の実施状況

○評価指標関係
・評価指標の設定状況について
・各地域メディカルコントロール協議会からの評価指標の測定結果や、結果を踏まえた取組等の報告について
・各地域メディカルコントロール協議会における評価指標の設定やPDCA体制の取組への支援状況について
・具体的な支援の例について
・指標作成やPDCAの取組推進に関する課題等について

消防本部

○測定結果関係
・各種測定項目（事後検証のフィードバック・再教育）の実施状況

※ 令和３年度「救急救命体制の整備・充実に関する調査」及び「メディカルコントロール体制等の実態に関する調査」により、令和３年８月1日現在の状況について調査

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 
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アンケート調査について
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アンケート結果 【指標の設定状況】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

通知前に作成した独自の指標を

設定している

6.0％(15団体)
通知に基づき指標を設定している

2.0％(5団体)

通知に基づき指標を設定予定である

0.4％(1団体)

指標の設定等について検討中である

64.9％(163団体)

現在のところ設定や検

討の予定はない

26.7％(67団体)

N=251

19.0

23.8

71.4

57.1

47.6

47.6

23.8

14.3

38.1

71.4

71.4

19.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

特定行為のオンラインでの指示要請について、１回目の連絡が不通で

あった件数・割合(n=4)

特定行為のオンラインでの指示要請について、発信から指示医師に

つながるまでに１分間以上要した件数・割合(n=5)

指示医師に対する教育・研修の年間実施回数(n=0)

特定行為の年間実施件数・割合(n=15)

特定行為の年間成功件数・割合(n=12)

事後検証結果を消防本部内にフィードバックしている消防本部割合

(n=10)

救急救命士に対する再教育（２年間128時間以上）を実施できている消

防本部割合(n=10)

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、医療機関に受入れ

照会を行った回数ごとの件数(n=5)

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、現場滞在時間区分

ごとの件数(n=3)

検証結果を定期的に地域MC協議会に報告している 消防本部割合

(n=8)

心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率(n=15)

心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率(n=15)

その他(n=4)

Ｑ：評価指標に設定している項目は何か（複数）N＝20地域MC協議会

Ｑ：地域MC協議会において評価指標を設定しているか（単数）

 評価指標について、「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について（令和3年3月26日消防救
第97号消防庁救急企画室長通知）」前に独自の指標を設定している地域MC協議会、通知後に設定した地域MC協議会
は合わせて１割弱であり、６割強は検討中、３割弱が検討予定なしとなっている。

 既に設定されている評価指標としては、特定行為の年間実施件数、心肺停止傷病者の1ヶ月後生存率、心肺停止傷病
者の1ヶ月後社会復帰率がいずれも約７割と高い。一方で、指示医師の教育・年間実施回数を設定しているところはな
かった。

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 
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アンケート結果 【評価指標に基づく体制の見直し状況】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

見直しを行っている

75.0％(15団体)

見直しを行っていない

25.0％(5団体)

N=20

地域MC協議会

 既に評価指標を設定している地域MC協議会２０団体のうち、評価指標に基づきMC体制の見直しを図っているのは１５団
体となっている。

Ｑ：評価指標に基づきMC体制の見直しを図っているか（単数）

都道府県 地域MC協議会名

秋田県 • 大仙仙北地域協議会
福島県 • 県中・県南地域メディカルコントロール協議会
千葉県 • 東葛飾南部地域救急業務ＭＣ協議会
神奈川県 • 三浦半島地区メディカルコントロール協議会
山梨県 • 山梨県MC協議会

滋賀県 • 湖北地域救急医療高度化推進協議会
• 湖南救急医療連絡協議会

大阪府
• 大阪府豊能地域救急メディカルコントロール協議会
• 三島地域ＭＣ協議会
• 大阪府堺地域メディカルコントロール協議会

和歌山県 • 紀南地域メディカルコントロール協議会
佐賀県 • 佐賀県北部MC協議会

長崎県 • 壱岐地域メディカルコントロール協議会
• 対馬地域メディカルコントロール協議会

熊本県 • 熊本市メディカルコントロール協議会

評価指標に基づきMC体制の見直しを図っている地域MC協議会（１５団体）

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 
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アンケート結果 【指標の設定に係る課題・指標を活用した見直しに係る課題】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

主な理由 意見数
 体制が整っていない・会議等を開催できていないため １２
 指標を用いなくとも見直し等が図られているため １０
 コロナ等他業務の繁忙のため ７
 必要性を感じないため ６
 県MCの取組として実施している・検討されている ６
 県MCの動き・指示がないため ５
 特に理由はない ４
 今後検討予定であるため ４
 消防本部に委ねている・消防本部事情により困難なため ４
 県MC単位において設定する必要があると考えるため ２

地域MC協議会

評価指標の設定予定及び検討予定なしの理由（６７地域MC ※意見数６０）

主な理由 意見数
 地域MC協議会からの要望がないため ５
 地域MC協議会に委ねているため ３
 １県１MC体制で県MC協議会が実施主体であるため ２
 指標を用いなくとも、県独自の取組で見直し等が図られているため １
 地域MC協議会と別途調整を要するため １

都道府県MC協議会

指標設定やPDCAの取組に対する支援未実施及び予定なしの理由（１４県MC ※意見数１２）

主な理由 意見数
 消防本部毎にソフト面の向上に活用する指標であるため １
 指標を用いた検討において見直しが不要であったため ２
 県単位で体制が構築されるため地域で見直しは行っていない １

評価指標はあるが見直しを行っていない理由（５地域MC ※意見数４）

 都道府県MC協議会において、地域MC協議会の指標設定や取組への支援が「未実施・予定なし」の理由としては、「地域MC協議会から要望
がないため」が最も多く、次いで「地域MC協議会に委ねているため」となっている。

 地域MC協議会において、「指標設定及び検討の予定なし」の理由としては、「体制が整っていない・会議等を開催できていない」が最も多く、
次いで「指標を用いなくとも見直し等が図られている」となっており、「県MCの動き・指示がない」・「消防本部に委ねている」 等の意見も一定
挙げられている。

 指標はあるが体制の見直しを行っていない理由としては、「消防
本部毎の見直しに活用されている」「検討の結果見直しが不要
だった」ことが挙げられている。

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 



アンケート結果等を踏まえた方向性（第2回連絡会の検討結果）

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 現状では、評価指標の設定を行っている地域MC協議会は20団体、

そのうち、評価指標をもとに、MC体制の見直しを図っているのは15団体。

 都道府県MC協議会と地域MC協議会が、互いの動向を見合っている状況も見受けられる。

 都道府県MC協議会の約6割が「地域MC協議会の指標設定や取組への支援」について「検討中」、

地域MC協議会の6割強が「評価指標の設定」について「検討中」と回答。

 現状、地域MC協議会において設定されている評価指標には、消防庁から通知で例示した項目以外に特筆すべき
項目は見受けられなかった。

 まずは、評価指標の設定が進むことを目指す
⇒ 都道府県MC協議会・地域MC協議会の検討が促進されるよう、既に評価指標を設定している地域MC協議会

における検討経過や見直しの取組等を具体的に調査し、参考事例として共有する。

 「指標自体の充実」について

 評価指標の設定が一定程度進んだ後に検討を行う

⇒ 指標自体の充実については、各地域における取組の進捗を見ながら、設定した評価指標の調査、課題抽出
等を行い、今後、検討を進めていく。

● アンケート結果による現状の整理

 「指標を用いたPDCAの取組推進」 について

● 現状を踏まえた方向性

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 
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ヒアリング調査について

○ 評価指標の設定に関する検討を促進するため、既に評価指標を設定している地域MC協議会へのヒア

リング調査を実施する。

アンケート調査で把握した「評価指標を設定している」かつ「体制の見直しを図っている」地域MC協
議会15団体の中から、MC協議会の規模や地域等のバランスを勘案して６団体を対象として実施。

ヒアリング対象

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

調査事項

○ 評価指標設定に係る初動（契機等）について
○ 評価指標設定に係る具体的な検討体制や検討経過について
○ 測定している指標の内容の詳細について
○ 測定の流れや頻度、関係機関の協力体制について
○ 測定結果の分析や活用（MC体制の見直し等）について
○ MC体制の見直しに係る具体的な検討体制、見直しの効果について 等

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ① MC体制第１ステージのPDCA 

11



１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１） MC体制のPDCAの取組について

① MC体制第１ステージのPDCA
② MC体制第２ステージのPDCA

（２）救急救命士等の教育について



10,345 

9,908 

8,892 

8,613 

8,929 

8,934 

8,734 

24,941 

24,089 

21,706 

21,592 

23,639 

24,229 

27,437 

20,747 

20,100 

17,400 

18,410 

22,909 

24,248 

24,177 

29,621 
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26,898 

30,264 

37,175 

39,500 

42,966 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

令和元年

平成30年

平成29年

平成28年

平成27年

平成26年

平成25年

10万人未満 10万人以上30万人未満
30万人以上 政令指定都市

85,654 

84,082 

74,896 

78,879 

92,652 

96,911 

103,314 

統計データ 【医療機関への受入れ照会が４回以上かつ現場滞在時間が30分以上の事案】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA 

●発生件数・人口区分別
※ 平成25年～令和元年
（東京消防庁管内を除く全消防本部）

 医療機関への受入れ照会が４回以上かつ現場滞在時間が30分以上の事案（以下、「４回かつ30分以上」という。）の発

生件数の推移を見ると、平成29年までは減少傾向が見られるが、その後、増加傾向となっている。
人口区分別でみると、「政令指定都市」の区分の事案数が多い傾向が続いている。

 疾病別区分別でみると、ほぼ同じような割合で推移しているが、平成30年を境に最も割合の高い疾病が「消化器系」から
「呼吸器系」となっている。

 受入れ病院区分別で見ると、救急告示病院の受入れが９割強で推移しており、三次医療機関での受入れは２割前後で
推移している。

 年齢区分別では、「高齢者」が半数以上を占めるとともに、微増傾向にあり、直近では約６割となっている。
 傷病程度別では、「軽症」の割合が最も多く、約半数を占める。

一部抜粋

（参考）
令和元年における
人口１万人あたりの発生件数

・10万人未満・・・・・・・・・・・・4.89件
・10万人以上30万人未満・・7.03件
・30万人以上・・・・・・・・・・・・7.17件
・政令指定都市・・・・・・・・・10.62件
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アンケート項目

都道府県（消防防災主管部局・衛生主管部局）（47）

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

地域MC協議会（上記52消防本部管轄地域）（53）

○実施基準関係
・実施基準の見直しに関する指標の活用状況について

・新型コロナウイルス感染症感染拡大を踏まえた実施基準に基づく受入れ状況の調査・分析について

○実施基準関係
・新型コロナウイルス感染症を踏まえた改正の有無、改正項目について

○搬送困難関係
・新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う、搬送困難事案件数の変化について

・搬送困難事案件数増加への対応や要因について
・搬送困難となりやすい疾病区分について

○新型コロナ感染症患者等の移送関係
・移送先決定方法における消防本部の役割について

・移送先が長時間決定できない場合の決定方法について

消防本部（各都道府県代表消防本部・政令市消防本部・東京消防庁）（52）

○実施基準関係
・受入先の決定における実施基準の活用状況について

・実施基準の課題や有効に活用できない理由について

○搬送困難関係
・新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴う、搬送困難事案件数の変化について
・搬送困難事案件数増加への対応や要因について

・搬送困難となりやすい疾病区分について
・受入先が決定しない場合（６号基準を活用しても受入先が決まらないなど）の最終的な受入先決定方法について

○新型コロナ感染症患者等の移送関係
・協定の締結状況、締結項目について

・協定内容の課題について

※ 令和３年度「救急救命体制の整備・充実に関する調査」及び「メディカルコントロール体制等の実態に関する調査」により、令和３年８月1日現在の状況について調査

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA 
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増加した
51.9％(27本部)

変化はない、
または減少した
48.1％(25本部) N=52 延伸した

61.5％(32本部)

変化はない、
または減少した
38.5％(20本部) N=52

増加した
69.2％(36本部)

変化はない、
または減少した
30.8％(16本部)

N=52

アンケート結果 【搬送困難事案の発生状況】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

●搬送困難事案の発生状況等

Ｑ：新型コロナウイルス感染症拡大に伴い救急搬送困難事案の件数に変化はあるか Ｑ：増加したことに対して、何か対応を行っているか

消防本部（各都道府県代表消防本部・政令市消防本部・東京消防庁）

「搬送困難事案の変化を把握していない」と回答した都道府県消防防災主管部局が約１割、衛生主管部局が約３割あった。
一方で、搬送困難事案数が増加したと回答した消防防災主管部局は約５割あり、そのうち約９割において何らかの対応を行っていると回

答した。また、搬送困難事案数が増加したと回答した衛生主管部局は約４割あり、その全てにおいて何らかの対応を行っていると回答した。

＜都道府県の認識＞

Ｑ：新型コロナウイルス感染症拡大に伴い救急搬送困難事案の医療機関照会回数・現場滞在時間に変化はあるか

現場滞在時間医療機関照会回数

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い搬送困難事案が増加している消防本部は約７割。
 搬送困難事案が増加したことに対して、何らかの対応を行っている消防本部は約９割。（対応内容はP41）
 また、「医療機関照会回数が増加した」消防本部が約５割、「現場滞在時間が延伸した」消防本部が約６割。

一部抜粋

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA 
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30.8

96.2

11.5

15.4

73.1

5.8

1.9

17.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

高齢者(n=16)

精神疾患(n=50)

小児(n=6)

産科・周産期(n=8)

酩酊者(n=38)

発熱(n=3)

呼吸困難(n=1)

その他(n=9)

 

  

アンケート結果 【搬送困難事案の発生状況】

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

●搬送困難事案の発生状況

Ｑ：新型コロナウイルス感染症拡大前・後において、救急搬送困難事案に陥りやすい区分

 搬送困難となりやすい区分については、新型コロナウイルス感染拡大前・後に関わらず、「精神疾患」は高い水準にある。
 また、新型コロナウイルス感染拡大後については、従来の区分は軒並み減少した一方で、「発熱」「呼吸困難」が大きく増

加。

消防本部（各都道府県代表消防本部・政令市消防本部・東京消防庁）

感染症拡大前 感染症拡大後

その他（自由記載）
・身元保証人のいない傷病者や生活困窮者

・複数科併合
・頻回利用者
・整形外科領域

その他（自由記載）
・身元保証人のいない傷病者や生活困窮者

・複数科併合
・頻回利用者
・整形外科領域
・新型コロナウイルス疑い患者、海外渡航歴者
・軽症者

※割合：調査対象消防本部のうち、当該区分を回答した消防本部の割合

N=52（複数回答あり） N=52（複数回答あり）

一部抜粋

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA 
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方向性の検討

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

●現状と課題の整理

【搬送困難事案の現状】
・経年推移（平成25年～令和元年）において、人口・年齢・傷病程度別では、過去の検討会で分析した状況と大きな変化

はない。

・新型コロナウイルス感染症拡大により、一部本部では事案数が増加。半数以上の消防本部が、医療機関照会回数が

増加し、現場滞在時間も長くなっている。また、現場滞在時間のみ長くなっている消防本部もある。

・また、疾病区分では、従来の区分は軒並み減少した一方で発熱・呼吸困難が大きく増加している。

医療機関関連

・新型コロナウイルス感染症患者増加による病床の逼迫により、円滑な受入れが出来ていない。

・新型コロナウイルス感染症用病床の確保により、受入れを断っている。

・新型コロナウイルス感染症拡大により、発熱や呼吸困難を認める傷病者の受入れに慎重になっている。

実施基準関連

・実施基準に則った受入れが出来ていない。（関係者間で認知度を高める必要がある。）

・実施基準自体の形骸化や新型コロナウイルス感染症拡大により、実施基準が有効に活用できていない本部がある。

・評価指標を用いた実施基準の見直しの必要性について検証が行われている地域MC協議会は約２割。

・実施基準が現状に応じた内容となっていない、また、発熱・呼吸困難に関する基準がない。

・医療機関の受入れ拒否や聴取時間（特に発熱に関して）の増加により、医療機関選定に時間を要している。

移送協力関連 協定内容が現状に即していないことによる負担や保健所等の連絡調整に時間を要している。

(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA 
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方向性の検討

１ 救急業務におけるMC体制のあり方
(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA

 現状（P17）を踏まえると、課題として「医療機関の課題」 「実施基準の課題」 「感染症患者移送協力の際の課題」がある
が、連絡会では「実施基準の課題」 「感染症患者移送協力の際の課題」 を取り上げることとした。

第2回連絡会における各課題への対応に係る検討状況

・搬送困難事案への対応として、実施基準に係る関係者間の議論と共有は必要であるとの認識はされているものの、その取組方法は各地域の
実情に応じて様々である。また、新型コロナウイルス感染症拡大下における搬送困難事案への対応や、感染症患者の移送協力の際の課題への
対応として、「実施基準の改正」や「移送に関する協定内容の見直し」は現実的な解決策とは言いにくい。このことから、アンケート調査で把握した、
地域の実情に応じて効果的な取組・工夫を行っている事例のヒアリング調査を行い、紹介することとする。

「実施基準の課題」への対応に係る主な意見

○実施基準に係る関係者間の議論と共有の促進
・関係者間での密接な連携は必要。
・医療機関では、救急隊から受入れ照会を受ける医師にまで、実施基準の内容について共有されていないという実態があり、各機関内での周知が重要

○実施基準の改正（発熱・呼吸困難に関する基準の追加など）
・実施基準の改正は、時間と手間がかかり容易ではない。新型コロナウイルス感染症の拡大状況や医療機関の受入れ体制が変化する中で、実施基準の
見直しや、発熱・呼吸困難に関する基準を追加することは現実的ではない。
・新型コロナウイルス感染症拡大後に実施基準が有効活用できなくなった消防本部があるが、平常時と状況が異なるため、実施基準自体の問題ではない。
・新型コロナウイルス感染症感染疑いのある発熱等の傷病者対応用に、実施基準とは別にフロー等を定めて対応している。

「感染症患者移送協力の際の課題」への対応に係る主な意見

○現状に即した移送に関する協定内容の見直し
・実施基準同様に、新型コロナウイルス感染症拡大下において、全ての内容を協定の中で決めて行うことは困難である。
・新型コロナ感染症感染拡大期では、協定で取り決めている以外の事項についても都道府県と消防本部が連携して、柔軟な対応を行っている地域もある。
・第8次医療計画において、新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項が医療計画に位置づけられることを踏まえ、その内容
に応じた対応が必要と考える。

新型コロナウイルス感染症拡大以前からの搬送困難事案への対応

新型コロナウイルス感染症拡大下における搬送困難事案への対応
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方向性の検討

１ 救急業務におけるMC体制のあり方
(１） ＭＣ体制のＰＤＣＡの取組について ② MC体制第２ステージのPDCA

①新型コロナウイルス感染症拡大以前からの搬送困難事案への対応
○実施基準に係る関係者間の議論と共有の促進
⇒ 都道府県・医療機関・消防機関などの関係者間で議論し、現状に合った基準となるよう見直しを行っている事例や、

関係者間で共有を行っている事例など、地域の実情に応じて効果的な取組を行っている事例のヒアリング調査を行い、
紹介する。

②新型コロナウイルス感染症拡大下における対応
○新型コロナ感染症拡大に伴い増加した搬送困難事案への対応
○感染症患者の移送協力の際の課題への対応
⇒ 関係機関と連携するなど、地域の実情に応じて効果的な取組を行っている事例のヒアリング調査を行い、紹介する。

搬送困難事案に対する主な取組例 ※アンケート結果等をもとに、ヒアリング対象を今後選定する

・関係機関との連携
（例）実施基準の改正までのプロセスや実施基準の運用に関する共有。

・搬送困難事案等を関係者間で共有
（例）各医療機関の受入れ状況などを聴取・集計し、関係者間で共有。

・システムの活用
（例）様々な情報共有を可能とするため、都道府県内の関係機関が共通したシステムを活用できる体制。

・関係機関との協力体制
（例）事前に調整している医療機関に一時的に立ち寄るという体制。

・医療機関選定ルールの設定
（例）新型コロナウイルス感染症疑い患者の搬送手順書を作成。また、夜間の新型コロナ感染症患者の移送先の選定を救急隊も併行して行っている。

・医療機関情報の共有
（例）都道府県内関係者間で連携し、医療機関情報を最新のものを共有できる体制を構築。

・救急隊の増隊や部隊交代など
（例）臨時の救急隊を増隊。現場活動が長時間に及ぶ場合の部隊交代。

・入院待機施設の設置
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１ 救急業務におけるMC体制のあり方

（１） MC体制のPDCAの取組について
（２）救急救命士等の教育について



＜教育計画・管理体制の検討＞

個人の活動実績に応じて必要な教育が実施されるよう、消防
機関における教育計画・管理の状況や指導救命士の関わりを
精査し、PDCAを通じた教育計画・管理体制のあり方について検
討。

また、地域における病院前救護の質を保障するため、地域の
MC体制のもとで、病院実習を含めた必要な教育が行われるよ
う、MC体制におけるPDCAのあり方について検討。

＜教育項目の検討＞
救急救命士の再教育（２年間128時間以上）について、救急隊

員の生涯教育（年間80単位）における教育項目との関係性や、
単位・時間の考え方を含めて整理し、救急救命士に必要な教育
内容を検討。

＜教育方法の検討＞

令和２年度の検討を踏まえ、「実践経験を通じた教育手法」の
試行的実施・検証を行い、実施手法の確立、当該教育を含む
「日常的な教育」と「病院実習」で学び得る範囲の整理、指導救
命士の役割等について検討。

【令和２年度 救急業務のあり方に関する検討会 報告書（抜粋）】

再教育という言葉については、救急救命士の技能維持としての教育を内包した上で、今後は生涯教育という言葉に置き換えていく方向で整理すべ
きである。こうした言葉の概念を整理しつつ、救急救命士の生涯教育としての教育内容や教育サイクルについても改めて検討し、再教育に係る通知
や生涯教育の指針の見直しを行っていく必要がある。

出典：救急業務に携わる職員の生涯教育の指針Ver.1

（参考）「救急隊員生涯教育」一連の流れ
救急救命士特有の教育項目

救急隊員・救急救命士に
共通する教育項目

【再教育】
128時間以上

（２年間）
【生涯教育】

80単位
（１年間）

出動前 出動中 帰署後

目的の認識
実践経験 振り返り

実践経験を通じた教育プロセス

令和３年度以降、これらの検討を深めることにより、救急救命士の生涯教育について技能維持としての教育を
内包した教育として改めて整理し、救急救命士等の生涯教育に関連する通知・指針等の見直しを行っていく。 21

１ 救急業務におけるMC体制のあり方
（２） 救急救命士等の教育について

救急業務のあり方に関する検討会（第１回）資料（改）

【救急救命士等の生涯教育に係る検討事項】

１. 教育内容 （令和３年度中に検討） ２. 教育サイクル （１．の検討を踏まえ、令和３年度以降に検討）
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会
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事

前

説

明試 行 的 実 施

実施後
調査

第

２
回

連
絡

会

11

月

８
日

淺香 えみ子 (東京医科歯科大学医学部附属病院看護部長)
浅利 靖 （北里大学医学部救命救急医学主任教授）
石原 諭 (兵庫県災害医療センター副センター長兼診療部長)
上山 正和 (札幌市消防局警防部救急課長)
城月 徹 (神戸市消防局警防部救急課長)
滝 明 (一般財団法人救急振興財団審議役)
茅野 俊幸 (蓮田市消防本部消防課警防係主査)
中島 幹男 （一般財団法人救急振興財団救急救命東京研修所教授）
山口 芳裕 （杏林大学医学部救急医学教授）

連絡会委員（９名 ※50音順）

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

スケジュール

第

２
回

検
討

会

11

月

30

日

（２） 救急救命士等の教育について

22



救急隊員等における実践経験を通じた教育手法（令和２年度の検討結果）

23

① 「実践経験を通じた教育手法（日常教育）」に係る令和３年度の検討方針

 左記の教育手順を、自身
のための教育として、
日々の実践経験において
能動的に繰り返し行う。

 定期的に、所定の様式を
用いて、適切に実施でき
ているかを評価者が
チェックする。

【令和３年度：試行的実施と検証】

 令和２年度に検討した教育手法の各プロセス（目的の認識、実践経験、振り返り）について、複数の消防本部において試行的に実施し、
検証を通じて具体的な教育手法の確立を目指す。

 併せて、救急救命士及び救急隊員の教育カリキュラムにおける当該教育の位置付け、指導者（ファシリテーター）の役割や必要なスキル、
教育管理者によるチェック体制など、教育全体の効果的運用に向けた検討を行う。

救急業務のあり方に関する検討会（第１回）資料（改）１ 救急業務におけるMC体制のあり方
（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

出動前 出動中 帰署後

目的の認識１

実践経験２

振り返り３

 実践の前（基本的には出動前）
に目的を意識。

 目的は生涯教育の指針Ver.1に
おける教育理念に沿って、基礎
的な能力の要素（技術、知識、
教育・指導、連携）から設定。

 出動から帰署までの一連の
実践を教育機会と捉える。

 自省は自分のタイミングで適宜
（究極的には実践中から）行う。

 終了後、指導者のファシリテー
ションを受けて振り返りを行う。

 振り返りにより得られた成長を
次の実践に結びつける。

教育プロセスの
チェック（評価）

教育管理者

※ 定期的に所定の様式を用いて、チェックを受ける

自省

隊員

自省

助言・指導を受けた
振り返り

隊員 指導者隊員

目的

目的の認識 実践経験

※ 日々の実践経験において、口頭で繰り返し実施。



 実施後調査

 第1回連絡会において、
試行的実施の具体的方法を検討

 試行的実施と検証の流れ

協力本部への試行的実施方法の説明（WEB）

終了 ⇒ 協力本部への実施後調査

協
力
消
防
本
部
に
お
け
る
実
施
内
容
（
９
月
～
１
０
月
）

実施隊・指導者の選定、指導者に対する助言・指導方法の確認

実施隊における試行的実施の開始

Ⅴ 評価者による各隊教育プロセスの評価（教育管理者）

実施後調査を踏まえた効果や課題等の検証

救急救命士等の教育に関する連絡会（第１回）における方法等の検討

Ⅰ 各隊員による目的・目標の設定

Ⅱ 実践経験（救急出動）

Ⅲ 各隊員による振り返り（自省）

Ⅳ 助言・指導を受けた振り返り

振
り
返
り
を
基
に

次
の
サ
イ
ク
ル
へ
進
む

 実施方法の検討
・実施隊及び指導者選定の考え方
・目的の設定方法
・振り返り方法
・教育サイクルの回し方
・教育プロセスの評価方法 等

９月第１週

９月第２週～10月第1週

10月第１週～第2週

10月15日～10月25日

② 実践経験を通じた教育手法の試行的実施 《概要》

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 協力本部の検討
・消防本部規模、日常教育の実施状況、

指導救命士の運用状況等のバランスを
考慮して６消防本部に依頼。

 日常教育としての実効性・負担
 各プロセスの難易度・適切性・意見

Ⅰ各隊員による目的・目標の設定
Ⅱ実践経験
Ⅲ各隊員による振り返り（自省）
Ⅳ助言･指導を受けた振り返り
Ⅴ評価者によるプロセス評価

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

24



25

消防本部名

現況 試行的実施状況

日常教育
実施状況

指導救命士
運用状況

救急隊数
(R2.4.1現在)

実
施
隊
数

（
隊
）

実
施
隊
員
数

（
人
）

指
導
者
数

（
人
）

評
価
者
数

（
人
）

政
令
市

■ 札幌市消防局 （北海道） ○ ○ ３４隊 ３ ９ ６ １

■ 神戸市消防局 （関西） ○ ○ ３３隊 ５ １６ ６ ５

■ 広島市消防局 （中国） ○ ４１隊 ４ ２０ ９ ２

上
記
以
外

■ 蓮田市消防本部 （関東） ○ ○ ３隊 ６ ２２ １０ ６

■ 各務原市消防本部 （中部） ○ ７隊 ３ １５ ４ ２

■ 伊万里有田消防本部 （九
州） ７隊 ２ ８ ４ １

合計 ２３ ９０ ３９ １７

 試行的実施の協力本部は６本部、各本部における「実施隊」の数は計２３隊、「実施隊員」の数は計９０人。

 各実施隊員への助言・指導にあたった「指導者」の数は計３９人。

 各隊における教育プロセスの評価にあたった「評価者」の数は合計１７人。

③ 実践経験を通じた教育手法の試行的実施 《結果》

１ 救急業務におけるMC体制のあり方
（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-



26

 日常教育としての実効性・負担

 『日常的な振り返りを様式を用いずに実施し、定期的に、様式を用いた振り返り期間を設けることで、日常教育の時間・単
位を計上する』とした場合、

 実効性・・・実施者・指導者・評価者とも概ね「実効性を感じる」との回答が得られた。

 負担感・・・実施者・指導者は「負担」「負担ではない」が拮抗、評価者は概ね「負担」との回答が得られた。

 「実効性をあまり感じない」「負担である」と回答した理由・改善意見を聞くと、

 「実施期間や回数」「指導・評価を行う対象数」に柔軟性がないと負担である

 本教育を現行教育に加えて必ず実施することとなると、実効性よりも負担感が増す

 「本教育で得られる単位」が労力に見合うか明確にする必要がある

等の意見が得られた。

 本検討は「日常教育が十分実施できていない本部が多い」といった課題を出発点としていることから、
現行の教育方法に比べて負担を軽減できる手法とする必要がある。

 さらに、各消防本部における教育の実施状況が様々であることも踏まえ、必要に応じて活用いただけるよう
日常教育手法の一つとして位置付けを整理してはどうか。

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 日常教育としての実効性・負担
 各プロセスの難易度・適切性・意見

Ⅰ各隊員による目的・目標の設定
Ⅱ実践経験
Ⅲ各隊員による振り返り（自省）
Ⅳ助言･指導を受けた振り返り
Ⅴ評価者によるプロセス評価

連
絡
会
検
討

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

④ 実施後調査結果 （教育手法全体としての実効性・負担感に関する意見）
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Ⅰ．目的の認識・目標の設定 ～ Ⅲ．各隊員による振り返り（自省）

 「目的認識・目標設定」～「自省」までのプロセスについて、実施隊員においては、

 難易度・・・ 「あまり難しくない」との回答が多数を占めた。

 実施頻度・・・「概ね予定どおり実施できた」との回答が多数を占めた。

 実施効果・・・目標設定・自省ともに概ね「感じる」との回答が多数を占めた。

 指導者・評価者においては、

 適切性・・・ 「概ね適切に実施できている」との回答が多数を占めた。

 実施効果・・・「概ね隊員の成長に繋がっていると感じた」との回答が多数を占めた。

 一方、自由意見からは、『目標を具体にすると目標に沿った事案にあたらない』『目標を広く取り過ぎると目標に関連させた
自省が難しい』といった事情から、

 「具体的な目標設定」をするために「目標設定の時期・タイミング」に柔軟性を持たせること

 「目標に沿った適切な振り返り」を行うために「自省の時期・タイミング」に柔軟性をもたせること

が必要との意見が得られた。

 様式を用いた教育プロセスのチェックについては、期間を限定せず年間１～２回提出する （各隊員の振り返りが１
サイクル分完了した際に提出する等）こととしてはどうか。

 目標設定や自省については、日々の実践経験において口頭により実施する中で、特に共有すべき経験をした際
に様式に記載してチェックを受けることとしてはどうか。

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 日常教育としての実効性・負担
 各プロセスの難易度・適切性・意見

Ⅰ各隊員による目的・目標の設定
Ⅱ実践経験
Ⅲ各隊員による振り返り（自省）
Ⅳ助言･指導を受けた振り返り
Ⅴ評価者によるプロセス評価

連
絡
会
検
討

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

④ 実施後調査結果 （各プロセスの難易度・適切性・その他に関する意見）
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Ⅳ．助言・指導を受けての振り返り

 「助言・指導を踏まえた振り返り」のプロセスについて、

 難易度・・・ 「あまり難しくない」との回答が多数を占めた。（実施隊員・指導者）

 実施頻度・・・「概ね予定どおり実施できた」との回答が多数を占めた。（実施隊員）

 適切性・・・ 「概ね適切に実施できている」との回答が多数を占めた。（指導者、評価者）

 実施効果・・・概ね「感じる」との回答が多数を占めた。（実施隊員・評価者）

 一方、自由意見からは、

 助言・指導を受けるための期間が一定程度必要 （実施隊員）

 指導者の立場・経験等により効果にバラつきがある （評価者）

 立場や経験を踏まえ、十分な助言指導が行えたか不安・難しい （指導者）

 指導者への事前教育が必要 （指導者・評価者）

等の意見が得られた。

 また、適切な指導者の立場（ 所属の内外、資格や役職の有無等 ）については、様々な意見があった。

 指導者については、本部の教育体制上、被指導者との役職・資格・所属の組合せが適切な者を必要に応じて複数
設定することとしてはどうか。また、あらかじめ指導要領を示すなど、指導者への事前教育も必要ではないか。

 指導者１人が受け持つ被指導者の数が多数となることも考えられることから、様式を用いたプロセスのチェックに
ついては、実施回数が多くなりすぎないようにするとともに、目標設定～自省までのプロセスと同様、期間を限定せ
ず、柔軟性をもたせることとしてはどうか。

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 日常教育としての実効性・負担
 各プロセスの難易度・適切性・意見

Ⅰ各隊員による目的・目標の設定
Ⅱ実践経験
Ⅲ各隊員による振り返り（自省）
Ⅳ助言･指導を受けた振り返り
Ⅴ評価者によるプロセス評価

連
絡
会
検
討

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

④ 実施後調査結果 （各プロセスの難易度・適切性・その他に関する意見）
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⑤ 評価者による各隊教育プロセスの評価

 評価者により、各隊における一連のプロセスを評価することについては、「あまり難しくない」との回答が多数を占めた。

 一方、自由意見からは、各隊員の様式の内容、完成度が異なる中で、

 １人複数回分の様式を基に、１隊としての評価を行うことが難しい

 短期間で全隊分を実施することは難しい

 定期的に実施すると評価者の事務量が膨大

等の意見が得られた。

 また、適切な評価者の立場（ 所属の内外、資格や役職の有無等 ）については、様々な意見があった。

 様式を用いた教育プロセスのチェックについては、期間を限定せず年間１～２回行うなど、評価者に過度な負担が
生じることがないように配慮する。

 評価者については、指導者と同様、本部の教育体制上、被指導者との役職・資格・所属の組合せが適切な者を必
要に応じて複数設定することとしてはどうか。

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 日常教育としての実効性・負担
 各プロセスの難易度・適切性・意見

Ⅰ各隊員による目的・目標の設定
Ⅱ実践経験
Ⅲ各隊員による振り返り（自省）
Ⅳ助言･指導を受けた振り返り
Ⅴ評価者によるプロセス評価

連
絡
会
検
討

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

④ 実施後調査結果 （各プロセスの難易度・適切性・その他に関する意見）
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 本教育手法については、救急隊員・救急救命士の日常教育を行う上での手法の一つとして、位置付けを整理する。

 日々の実践経験において口頭で実施することを基本とするが、年に数回程度、様式を用いた教育プロセスのチェックを
行うことで教育の質を担保する。

 各隊における様式の作成や評価者によるチェックの期間・回数については時期・回数に柔軟性を持たせる。（下図）

 指導者・評価者は、各本部の教育体制において適切な者（役職・資格・所属等）を、必要に応じて複数名設定する。

１． 「実践経験を通じた教育手法」の確立

１ 救急業務におけるMC体制のあり方

 「実践経験を通じた教育手法」を日常教育の手段の一つとして、現行の教育体制に位置付け。

 あわせて、救急救命士と救急隊員の教育項目の比較検討等を行い、教育の実施管理体制の改善を目指す。

２． 「実践経験を通じた教育手法」を含む、救急救命士・救急隊員の生涯教育について

（２） 救急救命士等の教育について -実践経験を通じた教育手法-

（例） 4月 ●月 ○月 翌３月

・口頭ベースの振り返り
・各隊員の適した事案について様式により振り返り
・隊全員分が１セットまとまったら評価者へ提出

・各隊から提出された様式により教育プロセスのチェック

・口頭ベースの振り返り
・各隊員の適した事案について様式により振り返り
・隊全員分が１セットまとまったら評価者へ提出

・各隊から提出された様式により教育プロセスのチェック

・口頭振り返りを含め

各隊で実施された
一定の日常教育

単位を計上

各隊

評価者 評価良

⑤ 試行的実施・実施後調査を踏まえた方向性（第２回連絡会の検討結果）



「救急業務のあり方に関する検討会」報告書（まとめ）

実践経験を通じた日常教育 救急救命士と救急隊員の教育項目 指導救命士の役割整理

第２回
連絡会

 試行的実施結果の報告

 効果・負担等の検証、具体的実施方
法等の検討

 指導者の役割等の検討

 チェック体制（頻度、方法等）の検討

 アンケート調査報告・課題等の整理

第３回
連絡会
（1月）

 実践経験を通じた教育手法まとめ
（教育プロセス等の位置づけ整理）

 現行教育（救急救命士、救急隊員の
日常教育）との関係性整理

 救命士の再教育・生涯教育等に係る教
育項目の整理・時間（単位）の検討

 アンケート調査報告・課題等の整理

 実践経験を通じた日常教育等におけ
る役割整理

親会
（2月）

 連絡会の検討結果について、報告書のとりまとめに向けた検討

令和3年度の検討結果を踏まえ、消防機関の救急救命士・救急隊員の生涯教育を体系化

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

１ 救急業務におけるMC体制のあり方
（２） 救急救命士等の教育について
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今後のスケジュール等
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